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 附 則  

 わたしたちのまち佐世保市は、九十九島を代表とする海と山に囲まれた美し

い景観と緑豊かな自然環境を有し、一年を通して温暖で穏やかな気候に恵まれ、

港町として、そして観光都市として今日まで発展を遂げてきました。  

 わが国は、憲法に男女の平等がうたわれて以来、その実現に向け女子に対す

るあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約を軸とした国際社会の動きと連動し

ながら様々な取組みを行ってきました。平成１１年には男女共同参画社会基本

法を施行し、男女共同参画社会の実現を２１世紀のわが国における最重要課題

の一つに位置づけています。  

 さらに、地方公共団体においても、国際化、情報化及び地方分権化、少子高

齢化等の社会経済情勢の急激な変化に対応することができる活力ある社会を構

築するためには、新たな視点に立ったまちづくりが必要であり、なかでも男女

共同参画社会の実現は緊急かつ重要な課題です。  

 こうした状況を踏まえ、佐世保市は平成１３年に男女共同参画都市させぼ宣

言を採択し、「自立と平等を基本に、性別や年齢、すべての壁を乗り越えて、自

らの意思と行動で、家庭・地域・学校や職場において、一人ひとりが対等に参

画し、責任も喜びも分かち合える平和な社会」を目指すことをうたいあげまし

た。今、着実に男女共同参画宣言都市として、男女共同参画社会の実現に向け

歩みを進めています。  



 ここに佐世保市は、だれもが性別にかかわらず個人として尊重され、一人ひ

とりが自分らしい生き方を選択し、その個性と能力を発揮できる生き生きとし

た社会を実現するため、そして老若男女すべての人にとって「住みたい街」と

いえる魅力あるまちづくりを実現し未来に引き継いでいくために、この条例を

制定します。  

   第１章 総則  

 （目的）  

第１条 この条例は、日本国憲法が定める個人の尊重及び法の下の平等を保障

する理念と、男女の人権が尊重される社会の実現を目指す男女共同参画社会

基本法（平成１１年法律第７８号）の理念にのっとり、本市における男女共

同参画を推進するための基本理念を定め、市、市民、事業者等及び教育関係

者の役割を明らかにするとともに、この基本理念に関する施策の実施につい

て必要な事項を定めることにより、男女が社会の対等な構成員として共に責

任を担うことができる男女共同参画社会を実現する佐世保市のまちづくり

に寄与することを目的とする。  

 （定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。  

 ⑴ 市民 佐世保市内（以下「市内」という。）に居住する者、市内に通勤す

る者、市内に通学する者及び市内を活動の拠点とする個人をいう。  

 ⑵ 事業者等 市内に事務所又は事業所を有する個人又は法人その他の団体

であって、市内で活動するものをいう。  

 ⑶ 男女共同参画 男女が、互いにその人権を尊重し、社会の対等な構成員

として、自らの意思によって社会のさまざまな分野における活動に参画す

る機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化

的利益を享受することができ、かつ、共に責任を負うことをいう。  

 ⑷ 積極的格差改善措置 前号に規定する参画の機会に関する男女間の格差

を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該

機会を積極的に提供することをいう。  

 ⑸ セクシュアル・ハラスメント 相手が望まない性的な言動により相手方

に不快感を与え、若しくは相手方の生活環境を害し、又は性的な言動に対

する相手方の拒否的対応によりその者に不利益を与えることをいう。  



 ⑹ ドメスティック・バイオレンス 配偶者又は恋人等親密な関係にあり、

若しくはあった男女間において、個人の尊厳を害する身体的又は精神的な

苦痛を与える暴力的行為をいう。  

 ⑺ 協働 市、市民及び事業者等が、この条例の目的を達成するために、継

続的で対等な関係を形成し、役務、情報等を提供しあうこと等連携し協力

することをいう。  

 （男女共同参画を推進するための基本理念）  

第３条 男女共同参画の推進は、次の基本理念にのっとり行われなければなら

ない。  

 ⑴ 男女の個人としての尊厳が重んじられること、男女が性別によるいかな

る権利侵害も受けないこと、男女が性別による差別的取扱いを受けないこ

と、男女が個人としての能力を発揮する機会が確保されること、男女間に

おけるあらゆる暴力が根絶されることその他の男女の人権が尊重されるこ

と。  

 ⑵ 社会における制度又は慣行が、固定的な性別役割分担等を反映して、男

女の社会における活動の自由な選択に対して影響を及ぼすことのないよう

配慮されること。  

 ⑶ 男女が社会の対等な構成員として、市における政策又は事業者等におけ

る方針の立案及び決定に共同して参画する機会が平等に確保できるよう配

慮されること。  

 ⑷ 家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家

族の介護、その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役

割を円滑に果たし、かつ、学校、職場又は地域での活動とを両立できるよ

う配慮されること。  

 ⑸ 男女が生涯にわたり安全な環境の下で健康な生活を営み、各個人が自己

の人生のあり方（ライフスタイル）を自ら決定できるよう配慮されること。  

 ⑹ 男女共同参画の推進へ向けての取組みが国際社会における取組みと密接

な関係を有していることに照らし、男女共同参画の推進は、国際的な協調

の下に行われること。  

 （市の役割）  

第４条 市は、前条に定める男女共同参画を推進するための基本理念（以下「基

本理念」という。）にのっとり、男女共同参画の推進に関する施策（積極的



格差改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する役割を

有するとともに、自らが率先し、男女共同参画を推進するよう努めるものと

する。  

２ 市は、男女共同参画の推進に関する施策を実施するに当たり、市民及び事

業者等と協働するとともに、国及び他の地方公共団体と連携するよう努める

ものとする。  

 （市民の役割）  

第５条 市民は、男女共同参画についての理解を深めるとともに、社会のさま

ざまな分野において、基本理念にのっとり、男女共同参画の推進に積極的に

協力し、男女共同参画の推進に努めるものとする。  

２ 市民は、男女共同参画の推進に関する施策に係る市の意思形成過程に参画

し、その推進の担い手として、市及び事業者等と協働するよう努めるものと

する。  

 （事業者等の役割）  

第６条 事業者等は、男女共同参画についての理解を深めるとともに、その活

動に関し、基本理念にのっとり、職場環境の整備を行うなど、男女共同参画

の推進に努めるものとする。  

２ 事業者等は、市の男女共同参画の推進に関する施策の実施に当たり、市及

び市民と協働するよう努めるものとする。  

 （教育関係者の役割）  

第７条 学校教育その他さまざまな教育に携わる者は、男女共同参画の推進に

果たす教育の重要性に照らし、それぞれの教育が行われる過程において、基

本理念に配慮した教育を行うよう努めるものとする。  

 （権利侵害行為等及び暴力的行為等の禁止）  

第８条 何人も、職場、家庭、学校その他の社会のあらゆる分野において、性

別による差別的取扱いその他性別による権利侵害行為（以下「権利侵害行為

等」という。）を行ってはならない。  

２ 何人も、異性に対する暴力的行為（身体的又は精神的苦痛を与える行為を

いう。）、セクシュアル・ハラスメント及びドメスティック・バイオレンス（以

下「暴力的行為等」という。）を行ってはならない。  

   第２章 男女共同参画の推進に関する基本施策  

 （基本的施策）  



第９条 市が実施する男女共同参画の推進に関する施策は、次に掲げる事項を

基本的施策とする。  

 ⑴ 男女が相互に協力し、子育て、介護等の家庭生活及び地域生活並びに職

業生活の両立ができるよう必要な支援に努めること。  

 ⑵ 暴力的行為等による被害者を救済し、その自立を支援するため、相談を

受け、情報提供を行い、関係機関との連携に努めるとともに、暴力的行為

等の防止に必要な措置を講ずるよう努めること。  

 ⑶ 学校教育その他さまざまな教育の場において、男女共同参画を推進する

ための教育の充実に努めること。  

 ⑷ 男女共同参画の推進を阻害する性別による固定的な役割分担にとらわれ

ず、男女が、家庭、職場及び地域のさまざまな分野における活動に参画す

る機会が平等に確保できるよう必要な支援に努めること。  

 ⑸ 市民及び事業者等が男女共同参画の推進のために行う活動に関して必要

な支援に努めること。  

 （男女共同参画計画）  

第１０条 市長は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するため、男女共同参画の推進に関する基本的な計画（以下「男女共同参

画計画」という。）を策定しなければならない。  

２ 市長は、男女共同参画計画を策定し、又は変更しようとするときは、佐世

保市男女共同参画審議会の意見を聴くものとする。  

３ 市長は、男女共同参画計画を策定し、又は変更したときは、速やかにこれ

を公表するものとする。  

４ 市長は、毎年、男女共同参画計画の実施状況及びその評価について報告書

を作成し、これを公表するものとする。  

 （男女共同参画推進拠点）  

第１１条 市は、男女共同参画計画を実施するための必要な体制の整備に努め

るとともに、佐世保市男女共同参画推進センターを男女共同参画の推進に関

する施策を実施するための拠点並びに市、市民及び事業者等の協働の拠点と

して位置づけ、男女共同参画社会を実現するまちづくりに取り組むものとす

る。  

   第３章 男女共同参画の推進に関する具体的施策  

 （市の積極的格差改善措置）  



第１２条 市は、積極的格差改善措置として、政策の立案及び決定の過程への

女性の参画を積極的に推進するよう努めるものとする。  

 （市の広報・啓発活動）  

第１３条 市は、男女共同参画の推進にあたっては、基本理念や男女共同参画

基本計画（男女共同参画基本法第１３条に基づき定められた計画をいう。）

の趣旨に沿った、わかりやすい広報・啓発活動を推進し、市民や事業者等の

理解を深めるよう努めるものとする。  

 （事業者等における男女共同参画の推進）  

第１４条 市は、必要があると認めるときは、事業者等に対し、男女共同参画

に関する調査について協力を求めることができるものとする。  

   第４章 意見、苦情及び被害救済  

 （佐世保市男女共同参画推進委員）  

第１５条 次条に規定する意見、苦情及び被害救済の申出について公正かつ中

立な立場で必要な調査をするため、市長の附属機関として佐世保市男女共同

参画推進委員（以下「推進委員」という。）を置く。  

２ 推進委員の定数は、３人とし、男女共同参画に関し優れた識見を有し、社

会的信望の厚い者のうちから、市長が委嘱する。  

３ 推進委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。  

４ 推進委員は、再任されることができる。  

５ 市、市民及び事業者等は、推進委員の職務遂行に関して積極的に協力する

よう努めるものとする。  

６ 推進委員の活動の拠点は、佐世保市男女共同参画推進センターとする。  

７ 前各項に定めるもののほか、推進委員について必要な事項は、規則で定め

る。  

 （意見、苦情及び被害救済の申出）  

第１６条 市民及び事業者等は、市長に対して、市が行う男女共同参画の推進

に関する施策、又は男女共同参画の推進に関する施策を阻害し、若しくは阻

害するおそれがある施策について意見、苦情の申出（以下「意見、苦情の申

出」という。）をすることができる。  

２ 市民は、市長に対して、権利侵害行為等及び暴力的行為等により被った被

害の救済の申出（以下「被害救済の申出」という。）をすることができる。  



３ 前２項の規定にかかわらず、次に掲げる事案については、申出をすること

ができない。  

 ⑴ 判決、裁決等により確定した事案  

 ⑵ 裁判所において係争中の事案及び行政庁において不服申立ての審理中の

事案  

 ⑶ その他規則で定める事案  

 （意見、苦情の申出の処理）  

第１７条 市長は、意見、苦情の申出があったときは、推進委員に事案の調査

を求めるものとする。  

２ 推進委員は、前項の調査を求められたときは、その内容の調査を行い、必

要があると認めるときは、改善のための措置を講ずるよう市長に意見を述べ

ることができる。  

３ 前項の規定に基づき意見を述べるときは、推進委員の合議によらなければ

ならない。  

４ 市長は、第２項の意見に基づく改善のための措置を行うにあたり、必要が

あると認めるときは、佐世保市男女共同参画審議会の意見を聴くことができ

る。  

５ 前各項に定めるもののほか、意見、苦情の申出に関し必要な事項は、規則

で定める。  

 （被害救済の申出の処理）  

第１８条 市長は、被害救済の申出があったときは、推進委員に事案の調査を

求めるものとする。  

２ 推進委員は、前項の調査を求められたときは、必要により関係者から事情

を聴取し、その調査結果を市長に報告するものとする。  

３ 市長は、前項の調査結果に基づき、関係機関と調整し、当該事案を引き継

ぐ等の措置を講ずるよう努めるものとする。  

４ 前３項に定めるもののほか、被害救済の申出に関し必要な事項は、規則で

定める。  

 （個人情報の保護等）  

第１９条 推進委員は、職務上知り得た個人に関する情報の取扱いに関しては、

佐世保市個人情報保護条例（平成１４年条例第８号）に基づき、必要な措置

を講じなければならない。  



２ 推進委員は、公平かつ誠実に職務を遂行し、職務上知り得た秘密を漏らし

てはならない。その職を退いた後も同様とする。  

   第５章 佐世保市男女共同参画審議会  

 （設置）  

第２０条 市長の附属機関として佐世保市男女共同参画審議会（以下「審議会」

という。）を置く。  

 （所掌事務）  

第２１条 審議会は、次に掲げる事項について調査審議する。  

 ⑴ 第１０条第２項の規定により諮問された事項  

 ⑵ 第１７条第４項の規定により諮問された事項  

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項  

２ 審議会は、第１０条第４項の規定による報告書に関し、必要に応じて、こ

れに対する意見を述べることができる。  

３ 審議会は、その所掌事務の遂行にあたって必要があると認めるときは、関

係者の出席を求め、意見を聴くことができる。  

 （委員）  

第２２条 審議会は、委員２０人以内をもって組織し、次に掲げるもののうち

から市長が委嘱する。  

 ⑴ 学識経験を有する者  

 ⑵ 関係団体の代表者  

 ⑶ その他市長が必要と認める者  

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期

間とする。  

３ 委員は、再任されることができる。  

４ 第１９条の規定は、委員に準用する。  

 （会長及び副会長）  

第２３条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。  

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。  

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。  

 （会議）  

第２４条 審議会の会議は、会長が招集する。  



２ 審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。  

３ 審議会の議事は、出席者の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。  

 （庶務）  

第２５条 審議会の庶務は、市民生活部男女共同参画課において処理する。  

   第６章 雑則  

 （委任）  

第２６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１０条第２項、第４章及

び第５章の規定は、平成１８年６月１日から施行する。  

 （佐世保市附属機関設置条例の一部改正）  

２ 佐世保市附属機関設置条例（平成８年条例第１８号）の一部を次のように

改正する。  

  第１５条の次に次の２条を加える。  

 第１５条の２ 市長の附属機関として、佐世保市男女共同参画推進委員を置

く。  

 ２ 佐世保市男女共同参画推進委員の組織及び所掌事務については、佐世保

市男女共同参画によるまちづくり条例（平成１８年条例第１号）の定める

ところによる。  

 第１５条の３ 市長の附属機関として、佐世保市男女共同参画審議会を置く。 

 ２ 佐世保市男女共同参画審議会の組織及び所掌事務については、佐世保市

男女共同参画によるまちづくり条例の定めるところによる。  

 


